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�．は じ め に

エルゼビア社，シュプリンガー社などの電子ジャーナ

ル提供サイトでタイトルリストを通覧してみると，日本

の学協会の学術雑誌が目に止まる．日本の英文学術雑誌

は約 340 誌を数えるが(1)
，この中の少なからぬ学術雑誌

の出版が海外商業出版社に委託され，電子ジャーナル化

されている(2)
．2006 年において，ブラックウェル社は

日本の 40 学会の英文誌の出版を行っている．各学会が

掲載論文の決定までを行い，その後の英文編集，印刷

（電子出版も含む），会員・購読者への配布までをブラッ

クウェル社が行う(3)
．

本稿では，これら日本の学協会誌も含めて電子ジャー

ナルを購読契約し，教員・学生に対してアクセス環境を

提供する役割を担う大学図書館の立場から，電子ジャー

ナルを巡る現状と課題について，特に購読における問題

を中心に述べる．多くは主に最近発表された報告等に基

づいていることをあらかじめお断りしておく．

�．電子ジャーナルアクセス環境の急速な向上

大学図書館が取り扱う学術情報の中で，電子ジャーナ

ルほど近年急速に大きな位置を占めるようになったもの

はない．海外商業出版社による学術雑誌の電子化は

1990 年代から急激に進行した．対応を迫られた大学図

書館は，アクセス可能とする電子ジャーナル数をこの

10 年で飛躍的に拡大させた．平成 21 年度における 1大

学当り平均の利用可能タイトル数は，国立大学 8,647 タ

イトル，公私立大学 3,131 タイトルとなっている（図

1）．大学が電子ジャーナルの購読に投入している経費も

膨張し，日本の大学全体の総経費は平成 16（2004）年

度の約 62 億円から平成 21（2009）年度の約 208 億円へ

と，僅か 5年間で約 3.4 倍に増加している（図 2）．

平成 19（2007）年に実施された大学教員・大学院生

（博士課程）を対象とする学術情報の取得動向等に関す

る調査(4)によると，専門分野別における電子ジャーナル

の利用度は，「ほぼ毎日利用している」が，化学 68%，

生物学 59%，医歯薬学 51%，数物系科学 38%，農学

36%，工学 25%，社会科学 14%，人文学 6%となってい

る．「週に 1〜2回程度利用している」を加えると，化学

95%，生物学 96%，医歯薬学 89%，数物系科学 85%，

農学 84%，工学 69%，社会科学 50%，人文学 29% であ

る（全て，回答者の比率）．専門分野により多少のばら
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図 � 電子ジャーナル利用可能タイトル数（9大学当り平均，文部
科学省学術情報基盤実態調査による）
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つきがあるものの，自然科学系を中心に電子ジャーナル

は研究活動に必須のツールとして定着したといえるであ

ろう．また，人文社会科学系においても，自然科学系と

比較すると利用度は低いながらも，過去の調査結果と比

べると利用が急速に伸びている．「ほぼ毎日利用してい

る」と「週に 1〜2回程度利用している」を合わせると，

2001 年（国立大学）9%，2003 年（国立大学）18%，

2004 年（私立大学）12% から，2007 年（国公私立大

学）42%へと着実に利用が拡大している．

また，電子ジャーナル普及の影響は，従来から大学図

書館間で行われてきた ILLサービス（他大学からの文

献複写取り寄せサービス）の取扱い件数が大幅に減少し

たことにも現われている．利用可能な電子ジャーナル数

の飛躍的な拡大が，それぞれの大学において文献の学内

自足率を著しく高めることになった(5)
．

このような電子ジャーナルアクセス環境の急速な向上

の背景として，以下の 4点を挙げることができる．

（�） コンソーシアムによる電子ジャーナルの共同購

入体制の整備

大学図書館はコンソーシアムを形成することによっ

て，コンソーシアム参加館全体の購買力と出版社との交

渉力の強化を図った．国立大学図書館協会は平成 12

（2000）年 9月，国立大学図書館を代表する交渉窓口と

して，同協会の下に電子ジャーナル・タスクフォースを

設置した．電子ジャーナル・タスクフォースは，電子

ジャーナルの安定的な供給体制を構築することによっ

て，学術情報の基盤を整備すること，及び大学間の情報

格差を解消する，という 2点を理念的な目標としてコン

ソーシアム活動を積極的に進めてきた(6)
．一方，平成

15（2003）年 7月には，私立大学図書館コンソーシアム

が形成された．その後公立大学図書館からの参加拡大を

受け，公私立大学図書館コンソーシアム（PULC）へと

名称が変更され，平成 23（2011）年 3月時点の参加館

は 392 大学を数える(7)
．

（�） 国による呼び水的財政支援

平成 14（2002）年度に文部科学省から国立大学に対

して，電子ジャーナル導入経費の予算措置が開始され

た．また，私立大学においては，翌年度同省の私立大学

経常費補助金の枠組みにおいて「教育研究情報利用経

費」の予算化が実現し，電子ジャーナル導入にかかる財

政的な支援が行われることになった(7)
．

（�） 大学内の予算集約化

電子ジャーナルの多くはサイトライセンスによって，

大学のキャンパス全体から利用が可能となる．出版社が

購読規模の維持を条件とする契約モデルをとっているた

め，部局の単位で冊子を幾ら中止しても，当該出版社に

対する大学全体の総支払額が減らないという構造になっ

ている．このことから，各部局の雑誌予算を大学内で集

約化することで電子ジャーナルの購読経費を確保しよう

とする動きが進んだ．文部科学省学術情報基盤実態調査

（平成 21 年度）によると，国立大学の 81% が電子

ジャーナル購読経費の共通経費化を行っている．

（�） 大手出版社のビッグディールモデル

ビッグディールとは，ある出版社が刊行している全て

の電子ジャーナルにアクセスできる包括的パッケージ契

約モデルのことである．現在，電子ジャーナルの主流を

成す．契約開始時点での購読誌に対する支払額に僅かな

金額を上乗せすることで，非購読誌も含めた全雑誌のア

クセス権を得ることができる．このモデルは，大学が電

子ジャーナルを整備する上で費用対効果の高いものでは

あった．

$．電子ジャーナル購読における問題点

$.� 学術雑誌の価格高騰

学術雑誌の価格高騰は，電子ジャーナル化が進んだか

ら発生したというわけでは必ずしもない．冊子の時代か

ら雑誌価格の高騰は常に取り上げられてきたが，米国で

特に大きな問題となったのは 1980 年代後半から 1990 年

頃からである．雑誌購読に費やす経費が上昇しているに

もかかわらず，購読雑誌数が減少し，研究者にとって必

要な雑誌へのアクセスが制限されることになった．この

現象はシリアルズクライシスと呼ばれる．日本でも，予

算のひっ迫の中で雑誌価格の高騰によって，大学図書館

全体で所蔵する学術雑誌の異なりタイトル数が 1990 年

代の半ばに 1960 年代の水準にまで落ち込んだとの調査

結果も紹介されている(8)
．自然科学系分野の雑誌の

1995 年から 2011 年の平均値上げ率は，毎年 7.8% と

電子情報通信学会誌 Vol. 95, No. 1, 201228

図 � 電子ジャーナル購読に係る総経費（文部科学省学術情報基
盤実態調査による）
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なっている（図 3）．それでは学術雑誌はなぜ値上がり

が続くのか，主な要因として以下の 5点が指摘されてい

る(9)
．

（�） 学術論文の成立要件がその独創性にあるため，

扱う主題が同じであっても，ある論文が別の論文

の代わりになることはない．それぞれの論文を掲

載している雑誌は互いに競合する商品にはなら

ず，価格競争も成立しない．

（�） 研究者数の増加，研究競争の激化，生産論文数

の著しい増加は，雑誌 1号当りのページ数を増や

し刊行経費の上昇につながっている．

（�） 商業出版社が学術雑誌の市場に積極的に進出

し，これまで学協会が刊行していた雑誌を次々と

吸収した．更に，一部の大手出版社による中小出

版社の買収も進められた結果，学術雑誌出版の市

場は，少数の大手商業出版社による寡占状態に

なっている．大学図書館コンソーシアム連合（後

述）による平成 23（2011）年度契約状況調査に

よると，日本の大学における外国雑誌購読経費の

約 2分の 1は，エルゼビア社，ワイリー・ブラッ

クウェル社，シュプリンガー社の大手 3 社が占め

ている．

（�） 大学図書館は，学術雑誌の直接の利用者である

研究者からの要望があれば，どれほど価格が上昇

しようとも購入予算を確保して学術雑誌の購読を

続けざるを得ない．需要が価格上昇に対して非弾

力的である．

（�） 出版社は，電子ジャーナルの提供プラットホー

ムを開発し，そこに全文検索，引用リンク，ナビ

ゲーション機能などの付加サービスを加えてい

る．こうした新規のシステム開発に相当なコスト

がかかっていると思われる．

$.� ビッグディールの問題点(�?)

ビッグディールは，利用可能な電子ジャーナル数を飛

躍的に拡大させた反面，購読規模の維持を条件とする契

約モデルであるため，雑誌単位で中止することによって

支払額を抑えることができない．出版社主導の値上げが

毎年繰り返され，大学図書館はこれに従わざるを得ない

ので，財政上相当の負担が強いられる．厳しい財政状況

の中で，既に幾つかの大学でビッグディールの契約中止

を検討する動きも出てきている．

ビッグディールは購読誌の恒久的なアクセス権を保証

しているが，非購読誌は見かけ上アクセス可能になって

いるだけで，恒久的なアクセス権が保証されておらず，

契約中止後は全くアクセスができないという問題もある
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図 $ 学術雑誌の値上がり状況（Library Journal Periodicals Price Survey 9���-��99による）
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（図 4）．つまり，アクセスし続けるためにはビッグ

ディールの契約を維持するしかなく，ビッグディールの

契約中止は学術雑誌の利用環境を一気に劣化させること

になる．また，大手出版社のビッグディールの契約を維

持せざるを得ないことによって，予算の制約から大手出

版社以外の雑誌の中止を余儀なくされていることも推測

され，各大学とも見かけ上は利用可能な雑誌数が増加し

ていても，本当に必要な雑誌が中止されている恐れがあ

ることも指摘されている(11)
．

F．大学図書館コンソーシアム連合の設立

学術雑誌の価格高騰やビッグディールのもたらす問題

点を前にして，大学図書館は手をこまねいていたわけで

はない．前述したように，国立大学図書館，公私立大学

図書館はそれぞれコンソーシアムを形成し，主要な出版

社との間で交渉を行ってきた．大学にとって可能な限り

有利な契約条件を手にするための努力を継続し，価格上

昇に歯止めをかけることで一定の成果を上げてきた．

これまでのコンソーシアムは，図書館長や図書館職員

によるボランティア的活動（兼務）に依存し，組織とし

てぜい弱であった．また，国立大学図書館協会（JA-

NUL : Japan Association of National University Libra-

ries）のコンソーシアムと公私立大学図書館コンソーシ

アム（PULC : Private and Public University Libraries

Consortium）両者間の連携も弱いなど，活動に限界が

あったことは否めない．

平成 22（2010）年 10月，国立情報学研究所と国公私

立大学図書館協力委員会との間で連携・協力の推進に関

する協定が締結された．この協定は，これまでの両者の

連携・協力関係を踏まえ，「昨今の学術情報の急速な

ディジタル化の進展の中で，我が国の大学等の教育研究

機関において不可欠な学術情報の確保と発信の一層の強

化を図る」ことを目的とする包括的な内容となってい

る．この協定の趣旨に沿って，「バックファイルを含む

電子ジャーナル等の確保と恒久的なアクセス保証体制の

整備」を推進するために，平成 23（2011）年 4月，JA-

NULのコンソーシアムと PULCの統合によって「大学

図書館コンソーシアム連合」（略称 JUSTICE : Japan Al-

liance of University Library Consortia for E-Resources）

が設立された．国立情報学研究所の学術基盤推進部の中

に事務局が常設され，3名の専任職員が配置された(12)
．

JUSTICEはスケールメリットを生かした出版社交渉

の強化が当面の最大の目標とされている．今年度の活動

計画には，これに加えて，交渉のための基礎データの集

約，JANULと PULCのコンソーシアム業務の統合，安

定的・持続的な運営に向けた検討（組織のあり方，財

源，人員確保等）が挙げられている．中長期的には，ナ

ショナルコレクション（電子ジャーナルバックファイ

ル，人文社会科学系電子資料コレクション）の拡充，電

子リソースの管理と利用提供，長期保存とアクセス保

証，人材育成等にも活動を広げ，電子リソースに関する

総合的ユーティリティへと成長することを目指してい

る(13)
．
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図 F ある出版社の電子ジャーナルにおけるアクセス権の状況（模式図） 「購読誌」は，必ずしも従前から購入している冊子のタイトル
に限定されるものではなく，電子オンリーで購入するタイトルも含まれる．例えば，タイトル Aの冊子を中止するが，条件である購読規
模（金額）を維持するため，同じタイトル Aを電子オンリーで「購読誌」として維持したり，場合によっては，別のタイトル Bを電子オ
ンリーで「購読誌」に組み入れることもあり得る．
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X．電子ジャーナルの保存と恒久アクセスの保証

大学図書館は，電子ジャーナルの保存をどのように考

えるべきか．以前から大学図書館は，収集した紙媒体の

学術情報を蔵書として管理し保存するため，多くの資源

を投入してきた．バックナンバーの雑誌は製本し，配

架・保存するための書庫を整備し，より収納効率を高め

るため，集密書架や自動化書庫といった設備も導入して

きた．利用によって資料の損傷があれば修理を施し，利

用に支障を来さないよう定期的に蔵書点検を行ってき

た．これらの設備や業務は，学術情報を長期的に保存

し，恒久的な利用を保証するためのものであった．

一方，電子ジャーナルは出版社のサーバにデータがあ

る限り，そこへアクセスすればよいのであるが，出版社

の倒産や出版事業からの撤退，災害等により，電子

ジャーナルのサービスが中断される危険性が常にある．

また，購読契約を終了した後のアクセスがどのように保

証されるのかということも重要である．「3.2 ビッグ

ディールの問題点」でも述べたように，ビッグディール

は購読誌の恒久的なアクセス権を保証しているが，非購

読誌は見かけ上アクセス可能になっているだけで，恒久

的なアクセス権は保証されていない．つまり，契約中止

後は全くアクセスができないことになる．学術情報の収

集・組織化・提供を担う大学図書館は，電子ジャーナル

の保存と恒久アクセスの保証について真剣に向き合う必

要がある．

出版社の倒産等のリスクに対しては，CLOCKSS

（Controlled LOCKSS (Lots of Copies Keep Stuff Safe)）

というプロジェクトがある．CLOCKSSは，電子ジャー

ナルを含めた電子リソースのアーカイブの構築を目指す

国際的な非営利組織で，会費と寄付金で運営されてい

る．参加出版社は 43 社で，エルゼビア社，ワイリー・

ブラックウェル社，シュプリンガー社，テイラー・フラ

ンシス社といった主要な出版社の多くが参加している．

参加図書館は 128 館である(14)
．日本からも 25 館が参加

を表明している（平成 23（2011）年 6月現在）．通常時

は，国際的・地理的に分散した複数のアーカイブノード

にデータが保存されているが，出版社の倒産など（トリ

ガーイベント）が発生すると，オープンアクセスで世界

中に公開される．参加図書館でなくてもアクセスするこ

とが可能である．国立情報学研究所もアーカイブノード

の一つになっている．

国立情報学研究所が提供するもう一つのアーカイブ

サービスである NII-REO（NII Repository of Electronic

Journals and Online Publications，NII電子リソースリポ

ジトリ）が，通常時もアクセスできる世界でも珍しいラ

イトアーカイブであるのに対して，CLOCKSSは，事が

起こらない限りデータにアクセスできないダークアーカ

イブである．CLOCKSS は平成 18（2006）年からの試

行を経て，平成 20（2008）年から正式運用されたばか

りでありまだ日が浅く，現時点でトリガーコンテンツと

して公開されているのは 3 タイトルの雑誌にすぎない

が，電子ジャーナルの保存と恒久アクセスの保証にとっ

て，注目すべきプロジェクトである．

_．東京大学における状況

かつて東京大学では，部局（研究科・学部，研究所）

ごとに学術雑誌を選定し，これらをそれぞれの部局の経

費で購読してきた．雑誌価格の高騰，電子ジャーナルの

サイトライセンス化により，購読コストが大幅に増加す

る一方で，国立大学法人化後の運営費交付金の圧縮によ

り，購読雑誌数の減少が続いていた．

このような状況を打開し，学術雑誌（冊子），電子

ジャーナル及びデータベース等の東京大学にとって基盤

的な学術情報を学内に安定的に供給することを目的とし

て，「全学共通経費による基盤的学術雑誌等の整備」の

枠組みが構築された．これは，平成 19（2007)〜23

（2011）年度の 5 年間の制度で，学術情報の整備に必要

な経費を大学として共通経費化するものである．前述し

た大学内の予算集約化ということである．財源は全学的

資金と部局分担金とされた．

この制度によって，国内雑誌・外国雑誌（冊子）

8,151 タイトル，電子ジャーナル 8,156 タイトル，デー

タベース 57点，大型コレクション 7点を整備し（平成

21 年度），研究・教育活動に必要な学術情報の安定的な

供給を実現した．共通経費による整備対象に，電子

ジャーナルだけでなく，冊子の雑誌を含めていることが

他大学に比べて特徴的である．

平成 24（2012）年度以降 4 年間（第 2 期）の枠組み

は，学内の議論を経て平成 23（2011）年 7月に基本方

針が決定された．部局分担金が，過去の冊子購読実績を

大きく反映する方式から，部局の規模をベースとする一

律の基準によるものへと変更されることになった．具体

的なコンテンツ整備方針については，今年度策定される

予定になっている．

b．今後の展望に代えて

大学にとって有利な契約条件を得るための出版社交渉

は，海外大手商業出版社に過度に依存している学術情報

流通の現状に対する対症療法に過ぎず，原因そのものを

取り除くことにはなっていないといわれている．しかし

コンソーシアムによる交渉によって，年 8%の値上げを

4〜5% に抑制できているのも事実であるわけで，交渉

力を更に強化しつつ，出版社交渉を継続していかなけれ

ばならないことはいうまでもない．近年，学術雑誌と学

術情報流通を巡っては，次のようなオープンアクセスに
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関わる動きも展開されている．

b.� 著者支払モデル

購読料によらない学術雑誌として，著者支払モデルの

オープンアクセスジャーナルが増えている．誰もが無料

で査読論文にアクセスできるが，その出版コストを回収

するため，著者が APC（Article Processing Charge，

論文処理料金）を支払う．高額な APCを誰が支払うべ

きかといった問題や，多くの出版社が試行しているハイ

ブリッドモデル（著者が自著論文をオープンアクセスに

するか否かを選択できるモデル）の場合は，著者と購読

者の両方に課金されていると考えると，大学は二重払い

を強いられ，商業出版社の新たな収入源として利用され

ているのではないかとの指摘もある(15)
．

b.� セルフアーカイビング

研究者自らが機関リポジトリと呼ばれるサーバに自著

論文を登録し，インターネット上に無料で公開すること

で，論文のオープンアクセスを実現しようとするもので

ある．世界に 1,800以上のオープンな機関リポジトリが

あるが，国内では，国立情報学研究所による「学術機関

リポジトリ構築連携支援事業」により，機関リポジトリ

の普及とコンテンツの拡充が着実に進んでおり，文部科

学省学術情報基盤実態調査によると，平成 22（2010）

年 3月現在，144 大学が機関リポジトリを構築し，学術

論文を含む約 70万件のコンテンツが発信されている．

b.$ 購読料の出版料へのリダイレクション

SCOAP3（Sponsoring Consortium for Open Access

Publishing in Particle Physics）は，高エネルギー物理学

分野の査読論文へのオープンアクセスを実現するため，

購読料を出版料にリダイレクションするコンソーシアム

である．20 数か国の大規模な国際連携プロジェクトで

あり，CERN が中心となって進めている．対象とする

雑誌の出版権を入札にかけ，競争原理を働かせること

で，現在支払っている購読料より安い出版料で既存の雑

誌をオープンアクセスジャーナルとして出版することを

目指している．運用開始の目標は，平成 25（2013）年 1

月 1 日である．平成 23（2011）年 7 月現在，日本にお

いても，高エネルギー加速器研究機構，国立情報学研究

所，国公私立大学図書館協力委員会の三者が関心表明書

（EoI）に署名する方向で議論が進んでいる．

大学図書館の活動だけでは，海外大手商業出版社に過

度に依存する学術情報流通システムの改革を実現してい

くことは困難である．学術情報流通に関わるステークホ

ルダーとして重要な位置を占める研究者コミュニティと

連携した取組みが求められている．
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